
5 

第２章 公共施設等の現状と課題           

         １．公共施設等の現状 

２．将来人口の推計 

         ３．今後の財政状況等 

         ４．課題のまとめ 



第２章 公共施設等の現状と課題

6 

（平成 27 年３月末時点）

１．公共施設等の現状                         

（１）保有状況 

①建物系施設の保有状況 

建物系施設の多くは、昭和４０年代から５０年代までにかけて建設されています。 

昭和３０年代後半から４０年代までにかけては学校校舎を木造から鉄筋コンクリート造へ建替

え、昭和５０年代には児童・生徒の増加に対応するために学校校舎を増築するとともに、地域コミ

ュニティの中心的施設である校区・地区市民館を集中的に建設してきました。また、市営住宅は、

昭和３０年代から継続的に建設してきました。 

▼建設年度別の建物延べ面積 
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（平成 27 年３月末時点）（平成 27 年３月末時点）

平成２６年度末時点での建物の延べ面積1（企業会計分含む。）は１,３８１,３１９㎡となってい

ます。施設用途では、学校（専修学校含む。）が４８７,３６６㎡（全体の３５．３％）と最も多

く、次に多い市営住宅が２８７,１３６㎡（同２０．８％）となっており、双方合わせて全体の 

５６．１％を占めています。 

経過年数では、建設後５０年を超えた建物が５０,０８５㎡（全体の３．６％）、４０年以上 

５０年未満が２５２,９０８㎡（同１８．３％）となっており、建設後４０年以上経過した建物が

全体の２１．９％を占めています。また、３０年以上４０年未満が４３４,８８１㎡（同３１．５％）

となっていることから、今後法定耐用年数４７年を超えた建物が大幅に増加しますが、本市では耐

震補強は完了しているため、長寿命化を実施することで施設の活用が引き続き可能であると見込ん

でいます。 

▼施設用途別延べ面積の割合         ▼経過年数別延べ面積の割合 

1 インフラ系の建物施設（公園トイレ、自動車駐車場など）を含む延べ面積
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（平成 25 年度末時点：総務省データ）※「○」は平成の大合併を実施した市を表し、「○」を除いた平均は 2.85 ㎡／人となっています

＜中核市の状況（建物）＞ 

中核市における平成２５年度末時点の人口一人当たり延べ面積（企業会計分除く。）では、本市

は平均より若干少ない状況となっています。 

なお、平成の大合併1を実施した中核市を除けば平均よりやや多い状況となっています。 

▼中核市における人口一人当たり延べ面積 

1 主に 2003 年（平成 15 年）から 2005 年（平成 17 年）にかけて行われた市町村合併のこと 
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②インフラ系施設の保有状況 

インフラ系施設は、施設ごとに特性や諸元が異なっていることから、主な施設の保有状況につい

て経過年数を中心に示します。 

なお、施設ごとに耐用年数の考え方が異なるため、老朽化の考え方も施設によって異なります。

▼主なインフラ系施設の法定耐用年数等 

分 類 法定耐用年数等 備考
内 訳

道路等
道路 １０年

橋りょう ５０年

河川等
河川・排水路等 － 構造物のない河川がある

排水機場 ４５年 農林の場合の目安

水道施設

管路 ４０年

施設

土木 ６０年

建築 ５０年

設備 １５年

下水道施設

管きょ1 ５０年

施設

土木 ５０年

建築 ５０年

設備
電気１７年
機械２０年

1 断面の形状が円形（管）のものとそれ以外を含めた下水道管の総称 
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（平成 27 年３月末時点）

＜道路の保有状況＞ 

市道は、平成２６年度末時点で１３,４４４路線（１級路線数８９路線、２級路線数９７路線を

含む。）、実延長は３,４３８．９㎞、道路面積は１７,７１１,３８６㎡となっています。現状は、

不具合等が生じた場合、対症療法的に安全性を確保するための維持・補修に重きを置いています。 

なお、災害時において緊急輸送道路・避難路として重要な都市計画道路については、社会情勢の

変化を踏まえ、道路の機能を明確化したうえで、必要に応じて計画の見直しを行っています。 

▼市道の整備状況 

路線数 実延長（㎞） 道路面積（㎡） 

１級 市道 ８９ １３９．３ １,６５０,３０８

２級 市道 ９７ １３３．０ １,０７７,６１６

その他の市道 １３,２５８ ３,１６６．６ １４,９８３,４６２

計 １３,４４４ ３,４３８．９ １７,７１１,３８６
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（平成 27 年３月末時点）

＜橋りょうの保有状況＞ 

橋りょうは、平成２６年度末時点で市内に１,３０４橋存在しています。架設年次別にみると、

昭和４０年代から５０年代までにかけて数多く整備されています。このため、平成３２年頃から、

建設後５０年以上の老朽化した橋りょう数が急増し、平成４７年には全体の約７０％を占める状況

となっています。また、平成１５年度から平成２４年度まで１０４橋を対象に耐震補強工事を実施

して地震対策を完了しており、長寿命化に取り組んでいる状況です。 

▼架設年次別橋りょう数 
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（平成 27 年３月末時点）

（平成 27 年３月末時点）

（平成 27 年３月末時点）

＜河川等の保有状況＞ 

本市が管理する河川は、８０河川、約１１８㎞あり、これに排水路等を含めた総延長では

約１,２７８㎞となります。河川事業として整備した河川・排水路の年度別整備延長をみると、平成

元年頃から徐々に減少しており、近年はほぼ横ばい状況となっています。

また、河川の現況流下能力1別割合をみると、都市化の進展や排水先の河川整備状況などによっ

て１／５年確率計画洪水量に満たない河川区間数が全体の３０．８％あります。

現在、本市は２８の排水機場を管理していますが、４０年以上経過した排水機場が１０．７％存

在しており、経過年数にもとづき県と連携して計画的な建替・更新事業を行っています。

▼河川・排水路の年度別整備延長

▼河川の現況流下能力別割合          ▼排水機場の経過年数割合 

1 河道が安全に流せる水の量。１／５年確率年より１／１００年確率年の方がより安全な河川区間となります
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（平成 27 年３月末時点）

（平成 27 年３月末時点）（平成 27 年３月末時点）

＜水道施設の保有状況＞ 

本市の水道事業は、昭和５年に給水を開始して以来、８次にわたる拡張事業を実施し、給水区域

の拡大を進めた結果、水道普及率は平成２６年度末時点で９９．６％に達しており、ほぼ市内全域

への給水が可能となっています。 

平成２６年度末時点における管路延長約２,２０２㎞のうち法定耐用年数４０年を過ぎた管路延

長は約４０２㎞となっており、全体の１８．３％を占めています。今後、高度経済成長期以降の拡

張時代に布設した管路が順次耐用年数を迎えることとなります。 

現在、第７期配水管整備事業や第２期水道施設整備事業（後期）により、老朽化対策を進めると

ともに災害に強い管網の整備と安定給水の確保のため計画的に事業を推進しています。 

▼管路の年度別布設延長と総延長 

▼管路の経過年数割合            ▼施設の経過年数割合 

0

25

50

75

100

125

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

S30 S32 S34 S36 S38 S40 S42 S44 S46 S48 S50 S52 S54 S56 S58 S60 S62 H01 H03 H05 H07 H09 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25

年
度
別
布
設
延
長
（
㎞
）

布
設
総
延
長
（
㎞
）

布設年度

年度別布設延長

布設総延長

10年未満 0%

30年以上

40年未満

18.2%

（8施設）

20年以上

30年未満

43.2%

（19施設）

10年以上

20年未満

31.8.%

（14施設）

40年以上

6.8%

（3施設）
10年未満

10年以上20年未満

20年以上30年未満

30年以上40年未満

40年以上

10年未満

14.2%

10年以上

20年未満

16.3%

20年以上

30年未満

24.2%

30年以上

40年未満

27.0%

40年以上

18.3%
10年未満

10年以上20年未満

20年以上30年未満

30年以上40年未満

40年以上

※上下水道局庁舎を除く



第２章 公共施設等の現状と課題

14 

（平成 27 年３月末時点）

＜下水道施設の保有状況＞ 

本市の下水道事業は、市街化区域は公共下水道、市街化調整区域は地域下水道として整備してい

ます。平成２６年度末時点で、公共下水道については計画区域５,０４４haのうち４，４０６haが

整備済みであり、総人口に対する普及率は７１．３％となっており、地域下水道については特定環

境保全公共下水道、農業集落排水施設、し尿処理施設等が整備され、地域下水道普及率は８．７％

で下水道全体の普及率としては８０．０％となっています。また、公共下水道・地域下水道の管き

ょ総延長約１,５５３㎞のうち法定耐用年数５０年を過ぎた管きょ延長は約１５５㎞となっており、

全体の１０．０％を占めています。 

現在、第１次拡張事業（昭和３１年～３９年）までに整備した老朽管きょについては、テレビカ

メラ調査等を実施し、状況に応じて修繕や布設替えを行うとともに、公共下水道第９次拡張事業に

より未普及地区の解消と浸水対策等を行っています。 

▼管きょの年度別布設延長と総延長 
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（平成 27 年３月末時点）

（平成 27 年３月末時点）

（平成 27 年３月末時点）

（平成 27 年３月末時点）

   ▼管きょの種別割合              ▼管きょの経過年数割合 

▼施設の用途割合               ▼施設の経過年数割合
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土地評価　（方向性の分類）

　※借地は返還

市場性

売却

・処分

保有･貸付･売却
・現状維持

・貸 付

・処 分

【土地方針】

継続保有

・維持

【土地方針】

保有・貸付・売却

・現状維持

・貸付

・処分

【土地方針】

売却

・処分

・維持

継続保有

③土地の保有状況 

平成２６年度末時点における本市の面積は、２６１．３５㎞2となっています。そのうち本市が

保有する土地は約８．８㎞2となっており、本市の面積の約３％を占めています。

会計別の内訳は、一般会計・特別会計で約８．２㎞2、企業会計（病院事業、水道事業、下水道事

業）が約０．６㎞2となっています。また、公有財産別の内訳は、行政財産1が約７．４㎞2、普通財

産2が約０．８㎞2となっており、普通財産のうち貸付等により利用している土地は約０．３㎞2、山

林等の未利用の土地は約０．５㎞2となっています。

▼土地（公有財産）の保有状況 

会計別、公有財産別 面積 割合 

 一般会計・特別会計  8,153,465.86 ㎡ （約 8.2㎞2）  93％

行政財産 7,389,125.61㎡ （約 7.4㎞2） 84％

普通財産 764,340.25 ㎡ （約 0.8㎞2） 9％

 企業会計 行政財産 599,042.96 ㎡ （約 0.6㎞2） 7％

計 8,752,508.82 ㎡ （約 8.8㎞2）  100％

区分 面積 割合 

普 利用地   288,180.10 ㎡ （約 0.3㎞2）   38％

通 未利用地   476,160.15 ㎡ （約 0.5㎞2）   62％

財 山林  429,745.11 ㎡ （約 0.4㎞2） 56％

産 その他  46,415.04 ㎡（約 0.05㎞2） 6％

計   764,340.25 ㎡ （約 0.8㎞2）   100％

本市では、土地カルテを作成・

活用し、遊休資産等の情報を全庁

的に提供するとともに土地評価

を実施し、未利用地の有効活用、

暫定貸付地の見直しなど資産有

効活用の促進を図っています。

1 公用又は公共用に供し、または供することを決定した財産

2 行政財産以外の公有財産

（平成２７年３月末時点：財産に関する調書）
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（２）本市の適正化に向けての取組 

本市では、今後見込まれる施設の老朽化に対応するため、財政負担の軽減と利用満足度の向上を

目的とした「豊橋市ファシリティマネジメント推進基本方針」を策定し、この方針を基軸に、施設

評価による施設廃止計画の策定や施設保全計画による長寿命化など様々な取組を実施してきまし

た。 

また、建物系施設の市営住宅やインフラ系施設の橋りょう、公園などについてもそれぞれで個別

施設計画を策定しており、各施設の特性に沿った取組を推進してきています。 

▼ファシリティマネジメントの取組 

年度 取 組 内 容 

２３ ○「豊橋市ファシリティマネジメント推進基本方針」の策定

２４

○「豊橋市ファシリティマネジメント推進についての基本的な考え方」の策定

○「施設評価」の実施

○「施設評価結果：設置目的を失った施設等の方向性」の公表

２５

○「施設評価結果」の公表

○「施設廃止計画」の策定

○「施設保全計画の考え方」の策定

▼策定済の主な個別施設計画 

区 分 施設分類 個別施設計画（主なもの） 

建物系施設

文化・社会教育系施設、

学校教育系施設 など 
○「豊橋市施設保全計画」（平成 27～41 年度） 

市営住宅 
○「豊橋市市営住宅ストック総合活用計画」（平成 25～34 年度）

○「豊橋市市営住宅等長寿命化計画」（平成 21～30 年度） 

インフラ系

施設 

橋りょう ○「豊橋市橋梁長寿命化修繕計画」（平成 24～73 年度） 

公園 ○「豊橋市公園施設長寿命化計画」（平成 25～34 年度） 

水道施設、下水道施設 ○「豊橋市上下水道ビジョン」（平成 23～32 年度） 
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①建物系施設の適正化（豊橋市ファシリティマネジメント推進基本方針） 

豊橋市ファシリティマネジメント推進基本方針では、建物系施設について、５つの主な施策を柱

とし、中長期的な視点で長寿命化等により市有資産の適正管理を行い、将来に向けて財政負担の軽

減を図るとともに、維持管理コストの最適化や遊休資産の有効活用により管理運営の適正化を図る

ことで、市民が安全で快適に利用できる施設や利用満足度の向上、環境負荷の低減を目指してきま

した。 

推進の視点 ５つの主な施策（５つの柱） 

①改修、建替え需要への対応 

 ②社会ニーズへの的確な対応 

 ③機能性の向上 

 ④環境負荷の低減 

（１）公共ストック情報の一元化及び共有化 

（２）施設評価の実施 

（３）市有資産の適正管理 

（４）管理運営の適正化 

（５）職員の意識向上 

▼ファシリティマネジメント推進の全体イメージ図 
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これまでのファシリティマネジメントの取組の中では、施設評価による量の適正化（施設保有量

の適正化）と施設保全計画（施設の長寿命化）による質の適正化に重点的に取り組んできました。 

この２つの取組を継続的に実施することで将来の施設保有量を縮減するとともに、保有する施設

の維持管理コストの見直しやＣＯ²削減等の環境対策につなげます。 

▼施設評価と施設保全の全体構想 

現在

余剰施設等

将来

余剰施設等

施設評価

施
設
デ
ー
タ
一
元
管
理

現在の施設量

量
の
見
直
し

質
の
見
直
し

将来の施設量

総
量
縮
減

コ
ス
ト
縮
減
・
Ｃ
Ｏ
２

削
減

施設の適正化

コ
ス
ト
の
見
直
し

Ｃ
Ｏ
２

削
減
等
環
境
対
策

施設廃止

施設保全
（長寿命化）

（機能向上）
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（ア）施設保有量の適正化 

＜施設評価＞ 

施設評価は、建物系施設の利活用のあり方をあらかじめ評価し、今後の方向性を決める基礎と

なるものであり、施設を分類することにより、市有資産の適正化を図っています。 

評価の手法については、保全マネジメントシステム1に登録した施設すべてを対象に施設一次

評価（現状把握）と施設二次評価（方向性分類）の２段階で行います。 

まず、一次評価では、施設の設置目的や行政サービス提供度等により「必要性」、「有効性」、

「利用形態・実態」について現状を把握します。そして、二次評価では、一次評価の結果をもと

にポートフォリオ2を用いて施設の方向性を利用ニーズによる「必要性・有効性評価」と建物性

能による「建設年度評価」の２軸にて「継続グループ」と「廃止グループ」の２つに分類します。 

▼施設の方向性分類（二次評価） 

1 一般財団法人建築保全センターが提供する施設情報の一元化を始め、保全業務や総合的な施設計画を支援するシステ

ム（BIMMS）
2 ２軸からクラス分けして、所有不動産戦略を考える評価方法として使用 

高

低 高

建
設
年
度
評
価

必要性・有効性評価

継続Ｇ
・保全

・統合

廃止Ｇ

・貸付、売

却等

用途

変更

改築

【施設方針】

継続グループ

・改築

※他の建物の利用を検討し

た上で建替を検討

【施設方針】

継続グループ

・適正管理

・長寿命化

【施設方針】

廃止グループ

・用途変更

※施設有効活用

【施設方針】

廃止グループ

・貸付、売却等
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こうした評価の結果、「継続グループ」に位置づけられた施設のうち、必要性・有効性が高く

建設年度評価が低い施設は他の施設の利用を検討したうえで改築（建替え）を検討し、現状を維

持する施設については保全計画により長寿命化を図ります。そして、「廃止グループ」に位置づ

けられた施設のうち、必要性・有効性が低いものの建設年度評価が高い施設は用途変更（異なる

目的の施設へ転用）を行って施設の有効活用を図り、必要性・有効性と建設年度評価がいずれも

低い施設は、売却や貸付等の方針を決定したうえで施設廃止計画を策定し、市有資産の縮減を進

め施設に係る維持管理費の縮減を図っています。 

▼施設評価結果と施設保全計画・施設廃止計画の施設数 

施設評価結果 施設保全計画 

施設廃止計画 対象 内訳 

４４０ 

継続グループ ４１５ 
施設保全計画 対象 ２８８ 

〃 個別対応等 １２７ 

廃止グループ  ２５ 
施設廃止計画 策定済 １６ 

    当面保持  ９ 

▼施設廃止計画（平成２５年９月２６日総務委員会） 

施設名 
廃止（予定）時期 

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

駅前文化ホール ☆ 

大岩住宅 ☆ 

新植田（旧）住宅 ☆ 

若葉寮 ☆ 

旧賀茂分団第三部 ☆ 

旧西郷分団中山部 ☆ 

旧嵩山分団第二部 ☆ 

旧谷川分団雲谷部 ☆ 

旧谷川分団原部 ☆ 

旧玉川分団第五部 ☆ 

旧岩西分団 ☆ 

旧松葉分団第二部 ☆ 

杉山分団第三部 ☆ 

旧生活家庭館 ☆ 

前芝地区市民館 ☆ 

旧勤労青少年ホーム ☆ 

（平成 25 年 9 月：施設廃止計画について）

（平成 25 年 9 月）
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（イ）施設の長寿命化 

＜豊橋市施設保全計画＞ 

豊橋市施設保全計画は、施設評価で継続グループに位置づけた施設を計画的な施設保全により

建築物の長寿命化を図るとともに財政負担の軽減を行い、さらに環境負荷の低減に配慮し省エネ

化・省資源化の推進を図るものです。 

長寿命化の手法については、下図のとおり不具合や故障が生じる前に対応する「予防保全」と

大規模な改修によって時代のニーズや劣化等に対応する「改良保全」を周期的に行うことにより、

耐用年数を４７年から８０年とします。保全を行う周期については、「予防保全」は１５年ごと、

「改良保全」は長期的に３０年ごととします。改良保全では、予防保全と併せた大規模改修を実

施することで、建築物の性能や機能水準の向上に努めます。残りの２０年は事後保全対応として

います。 

また、計画的な施設保全を行っていくうえで、施設間における優先度を決定する必要がありま

す。優先度は、行政機能の中枢や防災の拠点となるなど施設の果たす機能と内部価値による「施

設重要度」、建築物の機能や安全を確保するうえで重要な外壁や屋上等の基本部位による被害損

失の度合として「部位度合」、定期的に実施する施設点検により更新や修繕の必要性が高いなど

不具合度として「点検結果による度合」によって導きます。 

▼施設保全の工事周期イメージ図 

　　【施設保全の工事周期イメージ図（目標耐用年数８０年）】

15年間 15年間 15年間 15年間 20年間

初期機能水準

（竣工時）

15年 30年 45年 60年 80年

劣化度レベル（－）

経過年数

建替 建替
建替水準

建物機能水準

（改良保全後）

保全工事による建物性能・建物水準の維持 事後保全

経
年
劣
化

・予防保全 ・予防保全
・予防保全

・改良保全

・予防保全

・改良保全

機能面

性能面

向上度レベル（＋）
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②インフラ系施設の適正化 

（ア）施設保有量の適正化

道路や橋りょう、上下水道といったインフラ系施設は、市内全域にネットワーク化され、市民

の生活、経済産業の活動と密着しているため、保有量の適正化は難しい状況である中で、利用状

況などを踏まえた精査や検討を行っています。 

（イ）施設の長寿命化 

各施設で長寿命化の手法が異なっており、橋りょうと上下水道については以下のとおり長寿命

化等の手法を定めています。その他の施設については、平成３２年度までに策定する個別施設計

画の中で具体的な維持更新の手法を検討していきます。 

＜豊橋市橋梁長寿命化修繕計画＞

豊橋市橋梁長寿命化修繕計画は、本市が管理する橋りょうについて、市民へ提供するサービス

レベルの維持、コストの縮減と安全性・信頼性向上の両立を目的とし、将来的な財政負担の軽減

と道路交通の安全の確保を図ります。長寿命化の手法については、市内にある橋りょうのうち社

会生活への影響が大きく、かつ投資効果の高い長大橋(橋長１５ｍ以上）をはじめとした主要な

３３１橋を対象とし、５年ごとの定期点検により損傷状態を把握することで、従来行われてきた

損傷が深刻化してから対策を行う「事後保全」から、適切な時期に修繕を行い長持ちさせる「予

防保全」へ管理手法を転換します。 

また、主要な３３１橋に加え、残りの約１,０００橋の点検も実施しており、今後はすべての

橋りょうの長寿命化に取り組んでいきます。 
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＜豊橋市上下水道ビジョン＞ 

豊橋市上下水道ビジョンは、老朽化を迎える施設の計画的な改築・更新やその財源確保といっ

た課題に対応するため、本市の上下水道事業が目指すべき方向性を明らかにし、望ましい上下水

道の将来像を示すものです。その中で、水道は、平常時・非常時を問わず、市民生活や企業活動

にとって必要不可欠なライフラインであり、常に安定的な供給が求められているため、「安全・

安心な水を安定的に供給する水道」を目指し、緊急度や財源等の状況による優先度を考慮した「水

道施設整備事業」や「配水管整備事業」によって安定的な給水体制や災害に強い水道システムの

構築を推進します。また、下水道は、生活環境の改善、公共用水域の水質保全を図るために必要

な社会基盤であるため、「快適な暮らしに向けた安全・安心な下水道」を目指し、今後急増する

老朽施設の調査点検を実施し、適切な修繕、長寿命化を考慮した改築を行うなど、次世代に残す

下水道施設の適切な維持更新を図ります。 

○水道 

管路については、適切な管理によって緊急度の高いものから優先的に更新を行うとともに、高

耐久管に取り換えます。また、浄水場などの施設については、点検によって健全度を判断し適切

な修繕を行います。 

○下水道 

管きょについては、現時点では基本的な情報が不足していますが、今後は計画的な点検による

診断を実施し、適切な修繕や布設替えを行います。また、処理場などの施設については、点検に

よる調査を実施し、各設備の特性に応じた適切な管理手法へ転換を図り、長寿命化を実施します。 
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（３）長寿命化等による維持・更新費用の試算 

現在の公共施設等を今後も維持していく場合にかかる費用を試算すると、今までの管理方法によ

り更新を行った場合は年平均約３４９億円、長寿命化等による管理方法への転換を行った場合は年

平均約２６８億円となり、年平均約８１億円の削減効果が見込まれます。各施設の考え方は、次頁

以降に整理しています。 

▼維持・更新費用の試算結果の一覧 

区 分
長寿命化等 実施前 長寿命化等 実施後 削減効果

総額(５０年間) 年平均 総額(５０年間) 年平均 年平均

建物 約 4,700 約 94 約 3,890 約 78 約 16

橋りょう 約 660 約 13 約 360 約 7 約 6

道路 約 2,230 約 56 約 2,230 約 56 －

河川等 約 900 約 18 約 860 約 17 約 1

小計(一般会計分) 約 181 約 158 約 23

水道施設 約 3,150 約 63 約 1,930 約 39 約 24

下水道施設 約 5,240 約 105 約 3,550 約 71 約 34

総  計 約 349 約 268 約 81

【参考】試算における耐用年数について

▼長寿命化等による試算の耐用年数

区 分 法定耐用年数等
長寿命化等による
試算の耐用年数内 訳

建物 ４７年 ８０年

橋りょう ５０年 １００年

道路 １０年 －

河川等
河川・排水路等 － －

排水機場 ４５年 ５５年

水道施設

管路 ４０年 ６０年

施設

土木 ６０年 ８０年

建築 ５０年 ８０年

設備 １５年 ２５年

下水道施設

管きょ ５０年 ７５年

施設

土木 ５０年 ８０年

建築 ５０年 ８０年

設備
電気１７年
機械２０年

２５年

（注１）長寿命化の試算は行っていません。総額は４０年間で試算しています 

（注２）排水機場のみ長寿命化の試算を行っています

（単位：億円） 

（注１）

（注２）

（注３）

（注３）一部の施設で長寿命化等の試算を行っています
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＜建物の維持・更新費用試算＞ 

建物は、不具合や故障が生じる前に対応する「予防保全」と大規模な改修によって時代のニー

ズや劣化等に対応する「改良保全」を周期的に行う長寿命化により、耐用年数を４７年から８０

年に延長すると仮定して改修や建替えにおける費用を試算しています。その結果、５０年間の累

計金額は、約４,７００億円が約３,８９０億円となり、約８１０億円（年平均約１６億円）の削

減が見込まれます。 

▼建物の年度別事業費の比較 

≒4,700億円

≒3,890億円
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※公共駐車場、公衆トイレ等小規模施設、総合動植物公園、地域下水道処理場、市民病院、上下水道局は含んでいません

（平成 24 年 12 月：「豊橋市ファシリティマネジメント推進についての基本的な考え方」による）
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＜橋りょうの維持・更新費用試算＞ 

橋りょうは、市内にある約１，３００橋のうち主要な３３１橋について、従来行われてきた損

傷が深刻化してから対策を行う「事後保全」から、適切な時期に修繕を行い長持ちさせる「予防

保全」へ管理手法を転換させることにより、耐用年数を５０年から１００年に延長すると仮定し

て維持・更新費用を試算しています。その結果、５０年間の累計金額は、約４６０億円が約１６０

億円となり、約３００億円（年平均約６億円）の削減が見込まれます。 

なお、残りの約１,０００橋については、今後試算を行っていきますが、５０年間の累計金額

として約２００億円の費用を見込んでいます。 

▼主要な橋りょう（３３１橋）の年度別事業費の比較 

＜道路の維持・更新費用試算＞ 

道路は、橋りょうのような構造物ではなく長寿命化は困難であるため、路線を利用状況や重要

度に応じて区分し、点検・診断により状態を把握します。そして、道路に係る個別計画を策定し、

重要度の高い路線については計画的な保全に取り組んでいくとともに、道路パトロール等による

状況把握により補修等を行っていきます。そのため、総務省が公開する「更新費用試算ソフト」

により、全整備面積（未舗装除く。）の耐用年数を１５年（法定耐用年数１０年と一般的な供用

寿命（１２年～２０年）を勘案）と仮定して費用を試算しています。その結果、４０年間の累計

金額は、約２,２３０億円（年平均約５６億円）と試算されます。 
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0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

0

5

10

15

20

25

30

35

H24 H26 H28 H30 H32 H34 H36 H38 H40 H42 H44 H46 H48 H50 H52 H54 H56 H58 H60 H62 H64 H66 H68 H70 H72

事
業
費
累
計
（
億
円
）

事
業
費
（
億
円
）

予防保全型LCC（億円）
事後保全型LCC（億円）
予防保全型LCC（億円）(累計）
事後保全型LCC（億円）(累計）

（平成 24 年 3 月：豊橋市橋梁長寿命化修繕計画）
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＜河川等の維持・更新費用試算＞ 

排水機場は、使用状況などを踏まえ、２０年経過を目安に適正化事業による機能回復やストッ

クマネジメントによる施設の長寿命化により、耐用年数を４５年から５５年に延長すると仮定し

て維持・更新費用を試算しています。その結果、５０年間の累計金額は、約４５０億円が 

約４１０億円となり、約４０億円（年平均約１億円）の削減が見込まれます。 

なお、河川・排水路等の土木構造物は、自然に存在するものを整備したものであり、適切な維

持管理を行うことによって永続的に使用可能であるため、維持・更新費用の過去１０年の実績を

もとに１年間の費用を試算し、５０年間の累計金額として約４５０億円を見込んでいます。 

▼排水機場の年度別管理費用の比較 
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＜水道施設の維持・更新費用試算＞ 

管路は厚生労働省のアセットマネジメント「簡易支援ツール」により耐用年数を４０年から 

６０年（１．５倍）に延長すると仮定し、施設は耐用年数を土木が６０年から８０年、建築が 

５０年から８０年、設備が１５年から２５年に延長すると仮定して更新費用を試算しています。

その結果、５０年間の累計金額は、管路は約２,６７０億円が約１,６８０億円、施設は約４８０

億円が約２５０億円となり、合わせて約１,２２０億円（年平均約２４億円）の削減が見込まれ

ます。 

▼管路の年度別事業費の比較 

▼施設の年度別事業費の比較 
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＜下水道施設の維持・更新費用試算＞ 

管きょは今後ストックマネジメント計画を策定予定であり、長寿命化による費用の試算をまだ

行っていませんが、耐用年数を５０年から７５年（１．５倍）に延長すると仮定して更新費用を

試算しています。施設は耐用年数を土木・建築が５０年から８０年、電気設備が１７年から２５

年、機械設備が２０年から２５年に延長すると仮定して更新費用を試算しています。その結果、

５０年間の累計金額は、管きょは約２,９４０億円が約１,７９０億円、施設は約２,３００億円

が約１,７６０億円となり、合わせて約１,６９０億円（年平均約３４億円）の削減が見込まれま

す。 

▼管きょの年度別事業費の比較 

▼施設の年度別事業費の比較
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２．将来人口の推計                           

本市の人口は今後減少に向かい、「豊橋市人口ビジョン」において、平成７２年時点で低位推移

では３０万人を割り込み、中位推移では３０万９千人、高位推移では３２万８千人になるものと推

計しています。 

▼本市の人口推計

H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72 

低位推移 376,665 376,000 372,000 366,000 359,000 349,000 338,000 326,000 314,000 301,000 287,000

中位推移 376,665 376,000 372,000 367,000 361,000 354,000 346,000 337,000 328,000 319,000 309,000

高位推移 376,665 376,000 372,000 368,000 364,000 360,000 354,000 347,000 341,000 334,000 328,000
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推計③（高位推移）

（平成27年：豊橋市人口ビジョン） 
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ここでは中位推移を用いて将来の人口と年齢構成を考えます。 

年少人口（０歳～１４歳）、生産年齢人口（１５歳～６４歳）、老年人口（６５歳以上）の年齢

構成については、老年人口は平成６２年まで増加傾向を辿り、年少人口、生産年齢人口は、減少傾

向にあるため、高齢化率が上昇していくと推計しています。 

▼中位推移における年齢３区分別人口

▼中位推移における年齢３区分別人口・構成比推移 
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※人口総数は端数処理により、年齢3区分別人口の合計と一致しない場合があります 
（平成27年：豊橋市人口ビジョン） 

（平成27年：豊橋市人口ビジョン） 

※小数点第２位を四捨五入しているため、個々の値の合計が１００にならない場合があります 
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平成２２年の老年人口は、全体の約２０％を占めており、市民５人に対して１人程度が６５歳以

上で、生産年齢人口３人で６５歳以上１人を支える状況でした。しかし、前述のとおり人口が推移

すると、平成４７年には、老年人口が全体の約３０％を占め市民３人に対して１人程度が６５歳以

上、言い換えれば生産年齢人口２人で６５歳以上１人を支える状況となります。

▼年齢構成割合の変化のイメージ図 

平成２２年            平成４７年            平成７２年 

さらに、平成４７年の人口は平成８年の人口に近い状況となりますが、年齢構成が大きく変化し

ており、本市が保有する建物の面積は平成８年から大きく増えています。 

▼平成８年の人口総数・建物面積との比較 
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※人口はH8が「豊橋市統計書」、H47が「豊橋市人口ビジョン（中位推移）」を用いています 
※建物面積は「財産に関する調書」を用いています 



第２章 公共施設等の現状と課題

34 

３．今後の財政状況等                          

（１）予算・決算の状況 

本市の会計には、福祉や教育、道路整備など広く市民の方々に関わる事業を行う「一般会計」と、

国民健康保険など特定の事業を独立して運営を行う「特別会計」、民間企業と同じ経理方式で運営

を行う「企業会計」があります。また、一般会計と特別会計、企業会計は繰出金、繰入金といった

関係があります。

特別会計と企業会計を含めた豊橋市全体の当初予算額は、平成元年度は約１,４４０億円でした

が、平成２６年度は約２,６００億円と１．８倍の予算規模となっています。 

また、一般会計の決算の状況では、投資的経費は減少傾向にあるものの、物件費等や扶助費、繰

出金は増加傾向にあり、特に扶助費の増加が顕著になっています。 

▼投資的経費など決算額（一般会計）の推移 
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※物件費等は、物件費（物品の購入や光熱水費などの経費）、補助費等（団体等への補助金などの経費）など 

※投資的経費は、道路や学校など将来残るものの形成に支出される経費

※扶助費は、社会福祉関係の法令にもとづいて支出される経費。子ども医療費助成など市独自の福祉施策の経費

も含みます

※繰出金は、一般会計から特別会計や企業会計へ支出される経費

※公債費は、地方債（市債）の元利償還金と一時借入金利子
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（２）今後の財政見通し 

歳出については、少子高齢化、公共施設等の老朽化への対応などにより、扶助費や公共施設等の

維持管理などに要する費用のさらなる増加が見込まれます。一方、歳入については、生産年齢人口

が大きく減少し、このことが課税所得を押し下げる要因となることから、将来的に税収の減少が予

測されます。こうした厳しい財政状況にあっては、公共施設等の更新、改修費用等の捻出は困

難であると予測しています。

▼一般会計歳出総額の今後の見通し

▼市税（歳入）・公債費（歳出）及び財政調整基金の今後の見通し 

620 633 623 632 635 641 645 

182 164 181 210 207 202 213 

409 454 437 
439 447 451 453 

1,211 
1,251 1,241 1,281 1,289 1,294 1,311 
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（
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その他

投資的経費

義務的経費

637 630 638 640 632 638 645 

118 108 99 98 98 98 97 

81 72 56 51 

44 23 20 
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財政調整
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（平成 28 年 3 月：豊橋市行財政改革プラン）

注：H26 年度は決算額。 H27 年度は現計予算。 H28 年度は当初予算。Ｈ29年度からは財政見通しによる。 

（平成 28 年 3 月：豊橋市行財政改革プラン）

注：H26 年度は決算額。 H27 年度は現計予算。 H28 年度は当初予算。Ｈ29年度からは財政見通しによる。 

※義務的経費は、人件費、扶助費、公債費のように支出が法令などで義務付けられ任意に縮減できない性質の経費

※投資的経費は、道路の整備や施設建設など、将来にわたる資産の形成のための工事費や用地取得費などの経費（普通建

設事業費を含みます）

※公債費は、地方債（市債）の元利償還金と一時借入金利子

※財政調整基金は、年度間の財源の不均衡を調整するために積み立てる基金
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４．課題のまとめ                            

本市では、建物系施設について厳しい財政状況や老朽化による大量の建替え需要を踏まえ、計画

的に維持更新を行うため策定した「豊橋市ファシリティマネジメント推進基本方針」にもとづき、

施設の廃止決定や長寿命化を図るなど様々な施策を実施しています。また、インフラ系施設につい

ても、橋りょうなど一部の施設は、長寿命化修繕計画等を策定し、事後的な保全から計画的な保全

へと管理手法を転換して施設の長寿命化に取り組んでいる状況です。 

本市の建物系施設の保有量は、中核市の中で平均的な状況となっているものの、長期的な視点で

将来を見据えると、少子高齢化や人口減少が進むことによって利用需要が変化するとともに、生産

年齢人口の減少に伴う税収の減少や高齢化の進展に伴う扶助費の増加が予想され、インフラを含め

た公共施設等の維持・更新費用（一般会計分）は、長寿命化等を実施したとしても現状の約２倍（次

頁参照）必要になると見込まれる状況です。

このような厳しい状況の中で現在の公共施設等をすべて保有し続ける場合、長寿命化等による維

持・更新費用の縮減や、土地の売却や貸付による歳入の確保を実施しても十分でなく、必要な行政

サービスの提供が困難になると予想されます。今後は、必要なサービスや機能を維持しながら、効

果的・効率的な事業運営によるコスト削減の取組や施設保有量の削減に向けた取組を今まで以上に

加速させることが必要になると考えられます。

以上を踏まえて、公共施設等の長期的な課題を次のとおり整理します。

①建物系施設の課題 

建物系施設は、これまで人口増加や利用需要の変化に対応するため整備を進めてきましたが、

施設の老朽化や人口の減少が進む中で、質と量の適正化が必要になります。

量の適正化（保有量の削減）については、人口減少や少子高齢化が生活環境や利用需要の変化

の要因となり、施設の必要性や有効性に影響を及ぼしますが、本市では学校と市営住宅の延べ面

積が全体の５割以上を占めている状況や、校区を単位とした地域コミュニティ形成の推進等の特

徴があることから、総量を一律に減らすことは現実的でありません。このため、将来の公共施設

のあり方を市民の方々と情報共有を図ったうえで議論を重ね、ともに考え、最適化を図ることが

重要であると考えます。

また、市民館、地区体育館といった校区や地域に設置された施設については、各校区の人口の

動向を注視し、効果的・効率的な活用を行うとともに、立地適正化計画など他の施策と連携して

適正化を図る必要があります。文化施設やスポーツ施設など面積の大きい全市的な施設について

は、広域的利用の観点を持ち、隣接する市町村との相互利用を視野に入れた有効活用と維持管理

費の軽減を図る必要があります。

そして、質の適正化については、予防的な保全による長寿命化や改良保全による機能の向上や
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利用満足度の向上、施設の安全確保など質の向上にも引き続き取り組みながら、指定管理者制度

やＰＰＰ／ＰＦＩ等の民間の資金、ノウハウ等を活用して効果的・効率的な施設の更新や管理運

営を積極的に行う必要があります。 

②インフラ系施設の課題 

橋りょうをはじめとした一部の施設は、長寿命化修繕計画等を策定し、事後的な保全から計画

的な保全を行う管理手法の転換により施設の長寿命化に取り組んでいる状況です。しかし、古い

施設ほど建設年度、構造形式、使用材料などの情報がなく、老朽化による劣化や損傷等の進展状

況などを把握するうえで必要な情報が不明な施設も多く存在している状況です。

インフラ系施設は、市民の生活、経済産業の活動を支える重要な社会基盤であるため、高度経

済成長期以降に集中的に整備してきた施設の老朽化が進行する中、利用状況などを踏まえて必要

性を精査・検討したうえで安全な状態を維持し続けることが重要な課題となります。また、市内

全域にネットワーク化されているため廃止や統合は困難ですが、将来負担の軽減を図るためには

保有量の適正化も必要です。 

施設の長寿命化に際しては、建物系施設とは違い、道路や橋りょう、上下水道、河川といった

施設ごとに特性や諸元が異なるうえ、利用状況、設置された環境等によって劣化や損傷の進行が

大きく異なっていることから、現状を把握して適切な管理を行う必要があります。 

また、水道などのライフラインは災害時に特に重要であるため、長寿命化だけでなく配水管等

の耐震化や配水ルートの多系統化などの整備を進める必要があります。さらに、海岸・河川堤防

の機能強化、緊急輸送道路等の防災対策なども必要です。 

【参考】維持・更新費用の比較 

前述の維持・更新費用の試算（P.25）における一般会計分の費用は、長寿命化実施前では年平均が

約１８１億円、長寿命化実施後は約１５８億円となっています。一方で、過去５年間の維持・更新費

用は約８５億円であることから、長寿命化を実施したとしても約２倍の費用が必要になります。これ

らの費用を単純に比較すると約４６％の施設が維持できなくなると計算されます。 

▼維持・更新費用の比較（一般会計） 

※過去５年平均については、平成２２年度から平成２６年度までの決算額を用いており、投資的経費から工事費など維持・

更新に必要となる金額（人件費などを除く土木・建築分）を抽出して算出しています

約85億円

約158億円

約181億円
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(長寿命化実施前)

（億円）

約７３億円（約４６％）

約２３億円
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